
九州農政局土地改良技術事務所災害応急用ポンプ運転要領  

 

                        令和4年3月22日3九土技第268－1号 

                    九州農政局土地改良技術事務所長   

                             

第１ 趣旨 

  この要領は土地改良機械器具の無償貸付等に関する省令（平成 19 年農林水産省 

令第 58 号。以下「省令」という。）及び土地改良器具の無償貸与に関する事務取扱 

細則（平成 26 年 10 月１日付け 26 九総第 510 号 九州農政局長通知。以下「細則」 

という。）に基づき、九州農政局土地改良技術事務所（以下「技術事務所」という。） 

が保有する災害応急用ポンプ（排水ポンプ車及びこれに附帯する車両、機械器具等 

を除く。以下同じ。）の貸付を迅速かつ適切に実施するため、災害応急用ポンプの 

運用及び管理について必要な事項を定めるものである。  

 

第２ 使用範囲 

技術事務所長は、国営事業所等又は次の各号に掲げる者に対し、技術事務所が 

保有する災害応急用ポンプ及びこれに附帯する機械器具等(以下「ポンプ等」とい 

う。)を貸付け又は使用させることができる。 

１  豪雨、長雨、干ばつ、地震等による異常な自然現象により国土又は国民の財 

産が被害を受ける場合であって、緊急対策を講じなければ国民の生活に支障を 

来すおそれがある場合に行う応急措置として貸し付ける場合。                         

２  農林水産省の所掌に係る直轄する事業の工事、調査業務を行う者に貸し付ける

場合。 

３  上記 1 に関して、地方公共団体、土地改良区、土地改良区連合、農業協同組合、

農業協同組合連合会又は水利組合（以下「地方公共団体等」という。）が使用する

場合。 

４ 上記１、２及び３のほか、技術事務所長が必要と認めた場合。 

 

第３  国営事業所等からの使用要請 

国営事業所等からポンプ等の使用の要請があった場合の手続は、以下に掲げる 

ところによる。 

 １  国営事業所等は、使用要請を技術事務所施設・管理課へ報告する。 
 ２ 国営事業所等が使用する場合は、技術事務所長と協議の上、管理換を行い使用

及び管理を行うものとする。 

 ３ 使用及び管理 

（１）国営事業所等は、使用及び返納するときは、別記様式第４号に定める貸付・ 

納時機器類確認書により技術事務所施設・管理課及び国営事業所等の双方にて 

ポンプ等の外観状況等の確認を行った後に、技術事務所長へ提出するものとす 

る。 



（２）使用期間中に亡失又は損傷した場合、設置及び管理状況並びに損傷原因につ 

いて、別記様式第８号に定める添付資料（亡失・損傷報告書をいう。）を技術 

事務所長に提出するものとする。 

（３）作業日報、整備報告を別記様式第９号中に定める添付資料のうち、別紙様 

式２（土地改良機械器具月別実績報告書をいう。）及び別紙様式３（土地改良 

機械器具運転日誌をいう。）を明確に記載し、毎月翌月上旬までに技術事務所長 

に提出するものとする。なお、別紙様式１（土地改良機械器具使用実績報告書を 

いう。）については返納時に提出するものとする。 

 

第４ 地方公共団体等からの貸付申請 

  地方公共団体等からポンプ等の貸付の申請があった場合の手続は、以下に掲げる 

ところによる。  

 １ 貸付の申請 

地方公共団体等がポンプ等の貸付を申請する場合は、別記様式第１号に定め 

 る土地改良機械器具無償借受申請書を技術事務所長に提出する。ただし、地方公    

 共団体等において災害対策本部が設置され、九州農政局設計課（以下「局設計課」 

という。）に貸付の要請があった場合は、局設計課から技術事務所施設・管理課 

に対し、当該地方公共団体等へ貸付を指示することがある。 

 ２ 貸付の判断  

(１) 局設計課及び技術事務所施設・管理課は、地方公共団体等からの申請を受 

けた場合、次に掲げる申請内容等により貸付の可否判断を行う。 

ア 申請内容（目的、理由、現場状況等） 

 イ 必要とするポンプの種別、能力、数量、期間等 

    ウ 運搬車両の規格台数及びポンプ引渡し場所の確認 

    エ 運搬経路等の状況（車の進入や旋回の可否） 

    オ 運転管理等 

    カ 使用に必要な許可・資格等（集水・排水先、発電機の運転管理に必要な  

  資格） 

  (２) 技術事務所施設・管理課は、貸付が可能と判断した場合、局設計課と情報 

    共有するとともに、直ちに当該地方公共団体等へ連絡し調整を図る。 

 ３ 貸付の承認  

   技術事務所長は、地方公共団体等に対し以下に掲げる手続により、承認可否 

 を行う。 

 （１）貸付承認する場合は、申請者に別記様式第２号に定める土地改良機械器具 

   無償貸付承認書を交付する。 

（２）貸付承認しない場合は、別記様式第３号に定める土地改良機械器具無償貸

付（貸付・期間延長）不承認通知書を申請者に交付する。  

４ 貸付時の対応範囲 

  貸付時における技術事務所の対応範囲は、原則として技術事務所内のポンプ格庫 



における積込み取下ろしの補助作業とするものとし、往路及び復路の運搬、据付、 

運転、管理、撤去並びに清掃については当該地方公共団体等が実施する。 

  なお、技術事務所長が必要と認めた場合はこの限りではない。 

 

第５  貸付条件 

 １ 地方公共団体等は、ポンプ等の引渡しを受けるときは、別記様式第４号に定める

貸付・返納時機器類確認書により技術事務所施設・管理課及び当該地方公共団体等

の双方にてポンプ等の外観状況等の確認を行った後に、別記様式第５号に定める土

地改良機械器具借受書を技術事務所長に提出するものとする。 

２ 地方公共団体等は、ポンプ等について修繕、改造その他機械器具の現状を変更し

ようとするときは、あらかじめ技術事務所長の承認を受けるものとする。ただし、

軽微な修繕についてはこの限りではない。 

 ３ 次の各号の一に該当するときは、技術事務所長は貸付を解除することがある。 

(１)   地方公共団体等が土地改良機械器具無償借受申請書及び使用計画書、土地

改良機械器具借受書、土地改良機械器具借受期間延長申請書、土地改良機械

器具使用実績報告書、土地改良機械器具月別実績報告書、土地改良機械器具

運転日誌に虚偽の記載を行ったとき。 

(２)   地方公共団体等がこの承認書に記載された条項又は指示に違反があったと

き。 

(３)  災害の応急復旧その他これに準ずる緊急の目的のため他に使用し又は貸し付

ける必要が生じたとき。 

 ４ その他事項については、細則様式第２号に定める貸付条件に示すものとする。 

 ただし、ポンプ等の貸付期間中の作業日報、整備報告を別記様式第９号中に定め

る添付資料のうち、別紙様式２（土地改良機械器具月別実績報告書をいう。）

及び別紙様式３（土地改良機械器具運転日誌をいう。）を明確に記載し、毎月翌

月上旬までに技術事務所施設・管理課に提出するものとする。 

 

第６ 貸付期間 

  ポンプ等の貸付期間は、技術事務所長が特に必要と認める場合を除き、１年を超え

ることはできない。 

 

第７ 貸付期間の延長 

 １ 地方公共団体等は借受期間の延長を希望するときは、事前に別記様式第６号に

定める土地改良機械器具借受期間延長申請書を技術事務所長に提出するものと

する。 

 ２ 技術事務所長は申請内容を確認し承認後、別記様式第７号に定める土地改良機 

械器具貸付期間延長承認書を地方公共団体等に通知する。 

 

 



第８  亡失、損傷 

 地方公共団体等はポンプ等を亡失又は損傷した場合、設置及び管理状況並びに損

傷原因について、別記様式第８号に定める土地改良機械器具（亡失・損傷）届出書

及び同号中に定める添付資料（亡失・損傷報告書をいう。）を速やかに技術事務所

長に提出するとともに、技術事務所施設・管理課の現地確認を受けるものとする。

この場合において、明らかな過失が認められたときは弁償するものとし、盗難の事

実が明らかであるときは、直ちに最寄りの警察署に盗難届を提出するとともに、

必要に応じて税関に連絡するものとする。 

 

第９ 返納手続 

地方公共団体等がポンプ等を返納する場合の手続は、以下に掲げるところによる。  

  １ 事前に別記様式第９号に定める土地改良機械器具返納届及び同号中に定める

添付資料（土地改良機械器具使用実績報告書、土地改良機械器具月別実績報告書

及び土地改良機械器具運転日誌をいう。）を技術事務所長に提出すること。 

 ２ ポンプ等の燃料補充、清掃、点検及び油脂類の定期交換等の整備を行い、貸付

期間満了日までに指定の場所において返納すること。 

 ３ 地方公共団体等は、別記様式第４号に定める貸付・返納時機器類確認書に示す

事項について、技術事務所施設・管理課立会の上、検査を受けるものとする。 

４ 技術事務所長は、３に定める検査の合格後、地方公共団体等に別記様式第 10  

号に定める土地改良機械器具返納確認書を通知する。また、不合格の場合、当該 

地方公共団体等は、技術事務所長の指示に従うものとする。 

 

第 10 経費負担 

 １ 国営事業所等からの使用要請にかかる経費は、管理換を行った当該国営事業 

所等において負担する。 

 ２ 地方公共団体等からの貸付申請にかかる経費は、原則として当該地方公共団 

 体等において運搬車両の手配、運搬、設置、運転管理、整備、撤去、清掃、返 

却の一切の費用を負担する。ただし、被害状況が甚大である等の特別な事情が  

ある場合は、地方公共団体等からの要請に応じて、運搬（往路）にかかる経費 

を技術事務所において負担することができるものとする。  

  

第 11 特例 

   災害応急用ポンプ等の運用及び管理について、この要領によりがたいときは、

技術事務所長の承認を受けて特例を設けることができるものとする。 

 

    附 則 

   この要領は、令和４年３月２２日から適用する。 
















